
２０２０事業年度 会計監査人候補者の選定に係る募集について 

 

２０２０年２月１０日 
国立大学法人政策研究大学院大学 

 
 
国立大学法人政策研究大学院大学は、国立大学法人法の定めにより、会計監査人の監査を

受けることとされています。会計監査人の選任は文部科学大臣が行いますが、選任にあたっ

ては、各国立大学法人が会計監査人の候補者を選定することが必要とされています。 
つきましては、本学の会計監査人に就任を希望する監査法人又は公認会計士（国立大学法

人法第３５条において準用する独立行政法人通則法第４１条に定める資格を有する者に限

る。）から会計監査人候補者選定のための提案書を下記のとおり募集いたしますので、別紙「提

案書作成要領」をご参照のうえ、ご提出くださいますようお願い申し上げます。 
なお、公認会計士法施行令第７条第１項第９号及び第１５条第４号の使用人には非常勤講

師も含まれ、会計監査人たる公認会計士又は監査法人の社員になることはできませんので、

その旨ご留意願います。 
 

記 
 

1. 提出期限：２０２０年２月２８日（金） 
 

2. 提出部数：６部 
 

3. 提案書の提出先：〒１０６－８６７７ 
東京都港区六本木７－２２－１ 
政策研究大学院大学 財務マネジメント課 総務・予算担当宛 

4. その他： 
(１) 会計監査人候補者の選定については、本学の定めた「選考評価基準」に基づき、

提出された「提案内容等について」を総合的に評価し決定します。 
(２) 今回の選定は２０２０年度から２０２２年度の複数年に係る候補者の選定となり

ますが、毎年度文部科学大臣の選任を受けることから、契約は単年度契約となり

ます。 
２０２１年度以降については、候補者より前年度監査業務の実績報告書及び当該

年度の監査提案書をご提出いただきます。本学においてその内容を評価・検証し

たうえで、適切であると認められた場合に限り、引き続き文部科学大臣の選任を

求めることとします。 
なお、選定された者が行政処分を受けた場合や、社会情勢の変化等により適切な

監査業務を遂行することが困難であると認められる場合には、選定の見直しの対

象となります。 
【問い合わせ先】 

政策研究大学院大学 財務マネジメント課  
総務・予算担当 井後・長谷川 

TEL 03－6439－6023  FAX 03－6439－6030  



提 案 書 作 成 要 領 
 

国立大学法人 政策研究大学院大学 

 
I. 監査法人等の概要 

1. 名称、代表者、所在地、出資金（資本金） 
2. 営業収益（２０１８年度） 
3. 経常利益（２０１８年度） 
4. 当期利益（２０１８年度） 
5. 事務所数、社員数、職員数（最新のもの） 
6. 関与会社数 

 
II. 会計監査人業務の実績 ＜２０１８年度＞ 

1. 国立大学法人との契約実績（大学名） 
2. 国立大学法人担当者数 

 
III. 会計監査人業務の提案 

1. 監査計画等の提案（２０２０年度～２０２２年度） 
年度毎に記載願います。なお、②④については、３年度を通しての方針・計画等についても

併せて記載願います。 
① 監査体制（指定社員・監査従事者・監査実施年間予定日数） 
注）○ 国立大学法人の会計制度、大学組織、財務会計システム、内部統制の状況等に精

通し、的確にリスクを把握できる者をもって監査体制を構築すること。 

○ 本学担当となる監査契約上の指定社員、監査責任者（＝現場責任者（１名）、現場

責任者以外に監査責任者がいる場合は当該監査責任者を含む）、監査補助者（複

数人の場合は、本学担当予定の多い順に記載すること。）については、１人ずつ次

の事項を記載ください。 

・ ２０１８年度に国立大学法人の監査を担当した場合、その大学名 
・ 公会計部門に携わった年数 
・ 主な経歴、実績等 

○ 監査実施年間予定日数については、年度毎に次の区分で予定日数（単位：人日）を

記載ください。 
・ 予備調査 
・ 監査計画の策定（事務所作業を含む） 
・ 期中監査 
・ 期末監査 
・ その他業務改善に関する助言・指導等 

② 監査方法の概要 
・ 監査手法（具体的監査手続、システム監査など） 
・ 監査に対する考え方（監査要点など） 
・ 本学における監査の執務方法（執務スペース等の考え方） 
・ 監査契約の中で行う会計指導・助言 
・ その他 

 



③ 監査見積額（２０２０年度～２０２２年度） 
注）○ 監査・指導予定日数、旅費等必要経費を含む。 

○ 見積書（算定内訳を記載）及び見積り費用の考え方（監査日程等契約内容に大幅な

変更を生じたときの処理方法についても記載）を添付願います。 
④ 以上提案について、特に強調したい事項など記載ください。 

 
2. 国立大学法人法第３５条において準用する独立行政法人通則法第４１条第３項各号に該

当しないことの確認。 
 

IV. その他 
1. 評価方法について 

ご提案された各内容について項目ごとに選定員により評価点を付し、総合点数の高い者

の順に会計監査人候補といたします。 
2. 参考資料 

政策研究大学院大学の概要については、ホームページをご参照ください。 

www.grips.ac.jp/jp/ 

その他、必要なものがあればご相談ください。 
3. 提案書について 

・ ２０ページ程度で６部提出願います。 

・ 貴監査法人のパンフレット・概要等を６部添付ください。 

 
 

www.grips.ac.jp/jp/
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